
【表紙】
 

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年６月23日

【事業年度】 第17期（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

【会社名】 ネットイヤーグループ株式会社

【英訳名】 Netyear Group Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　石黒　不二代

【本店の所在の場所】 東京都中央区銀座二丁目15番２号

【電話番号】 03－6369－0500（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役経理財務部長　　播本　孝

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区銀座二丁目15番２号

【電話番号】 03－6369－0550

【事務連絡者氏名】 取締役経理財務部長　　播本　孝

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

ネットイヤーグループ株式会社(E05736)

有価証券報告書

 1/82



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 （千円） 4,022,466 4,354,672 5,352,177 7,239,355 6,801,729

経常利益 （千円） 103,208 143,824 191,050 446,826 143,769

親会社株主に帰属する当期純

利益
（千円） 64,342 89,792 59,118 73,983 74,733

包括利益 （千円） 66,197 91,523 62,042 77,620 78,469

純資産額 （千円） 1,774,982 1,844,847 1,909,249 1,972,825 2,042,321

総資産額 （千円） 2,448,622 2,455,136 3,143,253 3,352,986 3,176,393

１株当たり純資産額 （円） 265.84 276.10 279.00 285.90 293.80

１株当たり当期純利益金額 （円） 9.72 13.49 8.77 10.81 10.89

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） 9.45 13.27 8.52 10.63 10.76

自己資本比率 （％） 72.3 74.9 60.4 58.4 63.7

自己資本利益率 （％） 3.7 5.0 3.2 3.8 3.8

株価収益率 （倍） 48.9 30.0 197.8 97.1 103.5

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △24,788 265,547 82,065 648,637 △43,025

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 53,011 △16,178 △407,544 △75,813 △105,068

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △42,112 △61,794 306,300 △140,990 △95,827

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） 863,503 1,051,078 1,031,899 1,463,732 1,219,810

従業員数
（人）

225 261 309 330 357

〔外、平均臨時雇用人員〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 〔35〕 〔37〕

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第14期において１株につき100株の株式分割を行いましたが、第13期の期首に当該株式分割が行われたと仮

定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算

定しております。

３．第15期までの平均臨時雇用人員については、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しておりま

す。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 （千円） 3,470,048 3,348,796 4,083,026 5,772,360 4,888,793

経常利益 （千円） 24,590 99,277 149,886 489,062 26,918

当期純利益 （千円） 18,718 80,164 61,718 30,405 9,026

資本金 （千円） 528,206 528,206 540,206 544,249 549,420

発行済株式総数 （株） 66,569 6,656,900 6,807,600 6,853,800 6,881,900

純資産額 （千円） 1,660,530 1,719,148 1,783,123 1,799,759 1,799,435

総資産額 （千円） 2,324,943 2,243,832 2,793,050 2,918,805 2,689,447

１株当たり純資産額 （円） 249.44 258.25 261.93 262.60 261.04

１株当たり配当額

（円）

325 3.25 3.25 3.25 3.25

（うち１株当たり中間配当

額）
（－） （－） （－） （－） （－）

１株当たり当期純利益金額 （円） 2.83 12.04 9.15 4.44 1.32

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） 2.75 11.85 8.90 4.37 1.30

自己資本比率 （％） 71.4 76.6 63.8 61.7 66.8

自己資本利益率 （％） 1.1 4.7 3.5 1.7 0.5

株価収益率 （倍） 167.9 33.6 189.5 236.3 856.6

配当性向 （％） 114.9 27.0 35.5 73.1 247.0

従業員数 （人） 129 146 159 180 193

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第14期において１株につき100株の株式分割を行いましたが、第13期の期首に当該株式分割が行われたと仮

定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算

定しております。
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２【沿革】

（当社の設立等について）

　当社は、米国のNetyear Group,Inc.の子会社として設立されております。Netyear Group,Inc.は、平成９年10月に

株式会社電通国際情報サービスの米国法人であるISI-Dentsu of America,Inc.の子会社として設立され、米国におい

てSIPS事業（後述）及びインキュベーション事業（起業支援事業：ベンチャー企業に対する支援を資金面だけでな

く、より多くの投資リターンを上げるために技術的・経営的にサポートする事業）を展開しておりましたが、平成10

年10月に当時の経営陣によるＭＢＯ（経営陣による企業買収）により電通グループより独立しております。

　Netyear Group,Inc.は、米国において事業を展開しておりましたが、当時米国と比較して日本国内におけるイン

ターネット関連市場は未成熟な状況であり、より多くの事業機会が見込まれること等の理由から、平成11年７月に日

本国内の事業拠点として当社を設立し、日本国内に事業を移管しております。

 

　当社設立以後にかかる経緯は、次のとおりであります。

年月 事項

平成11年７月 東京都港区にネットイヤー・ナレッジキャピタル・パートナーズ株式会社（現当社）を設立、SIPS事

業及びインキュベーション事業を開始

平成12年１月 ネットイヤーグループ株式会社に商号変更

平成13年３月 インキュベーション事業の推進を目的として、株式会社ネットイヤー・ナレッジキャピタルパート

ナーズの株式を100％取得し子会社化

平成14年９月 本社を東京都渋谷区桜丘町に移転

平成15年６月 事業方針の転換により株式会社ネットイヤー・ナレッジキャピタルパートナーズの株式を譲渡

平成15年７月 Netyear Group,Inc.と資本関係を解消

平成15年７月 第４回第三者割当増資をソラン株式会社を割当先として実施、ソラン株式会社の連結子会社となる

平成18年１月 ソラン株式会社との合弁会社として、インターネット技術を使用した新しいビジネスモデルの研究と

事業開発を目的とするトリビティー株式会社を設立

平成18年９月 ウェブサイト制作・運用を事業目的とするネットイヤークラフト株式会社（現　連結子会社）を設立

平成19年４月 モバイル分野のマーケティング支援やサイト構築を事業目的とするネットイヤームーヴ株式会社を設

立

平成20年３月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

平成20年３月 ソラン株式会社の連結子会社からソラン株式会社の持分法適用関連会社に異動

平成20年10月 トリビティー株式会社の株式をソラン株式会社より取得し子会社化

平成21年１月 ソーシャルメディアマーケティングサービスの強化を目的として、株式会社トライバルメディアハウ

スの株式を取得し子会社化

平成21年６月 トリビティー株式会社の商号をネットイヤーゼロ株式会社に変更

平成22年４月 モバイル領域の体制強化を目的として、株式会社モバプロネットの株式を取得し子会社化

平成22年10月 株式会社モバプロネットがネットイヤームーヴ株式会社を吸収合併し、商号をネットイヤーモビー株

式会社に変更

平成23年４月 主要株主である筆頭株主がソラン株式会社からＴＩＳ株式会社へ異動

平成23年５月 本社を東京都港区赤坂に移転

平成25年３月 ネットイヤークラフト株式会社がネットイヤーモビー株式会社を吸収合併

平成25年８月 クラウド領域における開発力の強化とプロダクト事業領域の強化を目的として、株式会社日本技芸の

株式を取得し子会社化

平成26年２月 本社を東京都中央区銀座に移転

平成26年４月

平成27年11月

平成28年３月

ネットイヤーゼロ株式会社を吸収合併

株式会社日本技芸の商号をrakumo株式会社に変更

主要株主である筆頭株主がＴＩＳ株式会社からコニカミノルタビジネスソリューションズ株式会社

（現　コニカミノルタジャパン㈱）へ異動
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３【事業の内容】

　当社グループは、主に当社および連結子会社３社より構成されており、企業に対してインターネット技術を活用し

たマーケティング業務の支援をするSIPS（Strategic Internet Professional Services）事業を主な業務としており

ます。

　Facebook、Twitterといったソーシャルメディアの台頭、スマートフォンやタブレットなどのモバイルデバイスの

普及などによって、インターネットを介した消費者と企業との関係性は大きく変化する一方、インターネット技術の

進化により、企業が取り扱うことのできる消費者にかかわるデータは飛躍的に拡大してきており、企業は、消費者の

購買情報のみならず、消費者が発信するソーシャルメディアの情報、場所も含む行動履歴などを把握することができ

るようになってきております。

　そのような事業環境の変化の中、当社グループは、企業がインターネットを通じて新しい関係性を構築することを

支援すべく、以下のサービスを提供しております。

 

①　デジタルマーケティング戦略策定

　デジタル技術を中核に据えたマーケティング戦略、成長シナリオ、あるべき組織形態、中期成長目標の策定を

支援します。

 

②　ユーザーエクスペリエンス設計

　システムを利用するユーザーがシステムを通じて受け取る体験（エクスペリエンス）を設計します。

 

③　顧客評価手法、ビジネス評価指標の策定、ＫＰＩ策定

　ユーザーニーズとビジネスゴールの達成を評価するための計測手法や評価指標の策定を行います。

 

④　設計・開発

　ユーザーにとって最適なサイト、システム、ソーシャルメディアコンテンツ等の企画、制作、実装を行いま

す。

 

⑤　サイト・システム運用

　企業が消費者と安定的かつ継続的な関係を保てるよう、サイト、システム、コンテンツの運用支援を行いま

す。

 

⑥　データ分析、アクセス解析

　サイトが目的を達成しているかどうか、継続的に効果測定および分析を行い、今後の改善提案を行います。

 

⑦　ＡＳＰサービス提供

　企業と消費者との関係構築、業務生産性の向上等のＡＳＰサービスを提供します。

 

　当社グループにおいては、当社が主にマーケティング戦略策定、ユーザーエクスペリエンス設計、ＫＰＩ策定、

データ分析、プロジェクトマネジメント等の業務を、ネットイヤークラフト株式会社が主にウェブサイトの制作、運

用業務を、株式会社トライバルメディアハウスがソーシャルメディアを中心とした戦略策定、設計・開発、ＡＳＰ

サービスの提供業務を、rakumo株式会社が、クラウドアプリケーションの開発・販売を行っております。
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　以上に述べた内容を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

（連結子会社）      

ネットイヤークラフト株式会社

（注）１
東京都中央区 20

ウェブサイトの制

作・運用
100.0

ウェブサイト制

作・運用の委託

役員の兼任等有り

当社が事務所・設

備を賃貸

株式会社トライバルメディアハ

ウス（注）８
東京都中央区 37

ソーシャルメディ

アマーケティング

支援

92.5

ＡＳＰの仕入

役員の兼任等有り

当社が事務所・設

備を賃貸

rakumo株式会社

（注）１．２．３
東京都中央区 135

クラウドアプリ

ケーションの開

発・販売

51.0

クラウドアプリ

ケーションの利用

役員の兼任等有り

貸付金有り

当社が事務所・設

備を賃貸

（その他の関係会社）      

コニカミノルタビジネスソ

リューションズ株式会社

（注）４．５

東京都港区 497

複合機・複写機、

オフィスソリュー

ション関連製品な

どの国内における

販売並びにサービ

ス

被所有

30.9
資本業務提携

コニカミノルタ株式会社

（注）４．６．７
東京都千代田区 37,519

複合機(MFP)、プ

リンター、印刷用

機器、ヘルスケア

用機器などの開

発・製造・販売並

びにソリューショ

ン・サービス等

被所有

30.9

(30.9)

当社のその他の関

係会社であるコニ

カミノルタビジネ

スソリューション

ズ株式会社の完全

親会社

（注）１．特定子会社であります。

　　　２．債務超過会社であり、平成28年３月末時点で債務超過額は102百万円であります。

３．rakumo株式会社は平成27年11月１日付で株式会社日本技芸より商号変更しております。

４．その他の関係会社であったＴＩＳ株式会社は平成28年３月28日付で、同社が保有している当社株式2,130,200

株を市場外での相対取引にてコニカミノルタビジネスソリューションズ株式会社に売却し、同社及び同社の親

会社であるＩＴホールディングス株式会社はその他の関係会社に該当しないことになりました。また、これに

より、平成28年３月28日付でコニカミノルタビジネスソリューションズ株式会社及び同社の親会社であるコニ

カミノルタ株式会社がその他関係会社に該当することになりました。

５．コニカミノルタビジネスソリューションズ株式会社は、平成28年４月１日付でコニカミノルタヘルスケア株式

会社と合併し、同日付で同社はコニカミノルタジャパン株式会社に商号変更しております。

６．コニカミノルタ株式会社は、有価証券報告書提出会社であります。

７．議決権の所有割合又は被所有割合の（　）内は、間接被所有割合で内数となっております。

８．株式会社トライバルメディアハウスについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高

に占める割合が10％を超えております。当該会社の最近連結会計年度の主要な損益情報等は次のとおりです。

売上高 1,313,688千円

経常利益 86,630

当期純利益 55,514

純資産額 235,219

総資産額 496,548
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成28年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

SIPS事業 357（37）

合計 357（37）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．従業員数に使用人兼務取締役は含んでおりません。

 

(2）提出会社の状況

平成28年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

193 36.2 4.0 6,442

 

セグメントの名称 従業員数（人）

SIPS事業 193

合計 193

（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員は、その総数が従業員数の100分の10未満であるため記載してお

りません。

２．平均年間給与は、税込支給金額であり、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

(1）経営成績に関する分析

（当期の経営成績）

　当連結会計年度におけるわが国経済は、世界的な景気減速基調の中、政府による金融緩和政策などがおこなわ

れたものの、依然先行きが不透明な状況にありました。

　当社グループが属するインターネット関連市場は堅調に成長しており、2015年のインターネット広告費は、ス

マートフォン広告市場、動画広告市場の成長等を背景に前年比10.2％増の１兆1,594億円と増加しております（株

式会社電通「2015年（平成27年）日本の広告費」より）。また、マーケティング活動におけるインターネットの

活用は急速に拡大し、小売業を中心にウェブサイトやソーシャルメディア、店舗等のすべての消費者接点や物流

を見直す「オムニチャネル」に取り組む企業が増加し、当社事業機会の創出につながっております。企業の情報

基盤をクラウド化する動きも引き続き拡大し、2015年の国内パブリッククラウドサービス市場規模は前年比

32.3％増の2,614億円と推定されております（IDC Japan株式会社調べ）。

　このような環境の下、当社グループは、２年にわたり続けてきたオムニチャネル関連の大型プロジェクトの

ピークが第３四半期に収束し、他案件の受注活動に努めてまいりましたが、当該大型プロジェクトに集中してい

た人員体制を新たな体制に再構築する時間が当初の想定以上にかかったことや、第４四半期において他のプロ

ジェクトで開発上のトラブル、納品遅れが発生し、その対応に要員を投入したことから全体的な要員不足の状態

となり、第３四半期以降の受注活動に影響を及ぼすことになりました。また当該トラブルに伴い、当初の予定額

以上のコストが発生、損失が見込まれるため、受注損失引当金を計上することになりました。

　自社プロダクト・サービスの分野につきましては、ソーシャルメディア関連のサービスの受注が順調に推移し

たほか、グループウェアrakumo導入社数が1,000社を超えるなど、順調に推移してまいりましたが、受託関連にお

ける受注減、損失の発生分をカバーするまでには至りませんでした。

　以上の結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高6,801百万円（前連結会計年度比6.0％減）、営業利

益146百万円（前連結会計年度比67.0％減）、経常利益143百万円（前連結会計年度比67.8％減）となりました。親

会社株主に帰属する当期純利益に関しましては、法人税、住民税及び事業税を60百万円計上したこと等から74百万

円（前連結会計年度比1.0％増）となりました。

 

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、以下に記載の各キャッシュ・フローにより1,219百万

円となり、前連結会計年度末に比べ243百万円減少いたしました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益143百万円を計上し、

増加要因として、有形・無形固定資産の償却費93百万円（のれん償却額含む）の計上、売上債権の減少額154百万

円、受注損失引当金の増加額91百万円等があるものの、減少要因として、たな卸資産の増加額151百万円、未払消

費税等の減少額116百万円、賞与引当金の減少額70百万円、法人税等の支払額198百万円等により43百万円の支出

（前年同期は648百万円の収入）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、減少要因として、有形固定資産の取得による支

出17百万円、無形固定資産の取得による支出76百万円等により、105百万円の支出（前年同期は75百万円の支出）

となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、増加要因として、株式の発行による収入10百万

円、運転資金の借り入れ30百万円等があるものの、減少要因として、配当金の支払額22百万円、借入金の返済によ

る支出116百万円により、95百万円の支出（前年同期は140百万円の支出）となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループの事業内容に、生産に該当する事項がありませんので、生産実績に関する記載はしておりません。

 

(2）受注状況

　当連結会計年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

SIPS事業 7,069,661 98.3 623,852 175.3

合計 7,069,661 98.3 623,852 175.3

（注）１．当社グループは、SIPS事業の単一セグメントであります。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

前年同期比（％）

SIPS事業（千円） 6,801,729 94.0

合計（千円） 6,801,729 94.0

（注）１．当社グループは、SIPS事業の単一セグメントであります。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社ＮＴＴデータ 1,794,951 24.8 1,533,459 22.5

３．上記金額に消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社グループは、拡大する市場環境に対応し、さらなる成長を遂げるため、以下の主要課題に取り組んでまいりま

す。

 

(1）人材採用と育成

　当社グループの売上の多くを占める受託ビジネスは、顧客企業にサービスを提供することで成立しており、その

成長は人材の質と量に大きく左右されます。優秀な人材が当社グループに対して魅力を感じるように、広報活動に

よる積極的な情報発信や先進的な事例・実績等を通じて、業界内外におけるプレゼンスを向上させてまいります。

また、モチベーションマネジメントや教育研修に注力するとともに、従業員が能力を最大に発揮できるような人事

制度・勤務形態の改革や職場環境作りを行なってまいります。

 

(2）プロダクトビジネスの強化

　現在の当社グループの収益モデルは労働集約型の受託ビジネスが中心となっております。収益の多様化及び収益

率の改善は、中長期的に取り組むべき重要な課題と考えており、ソーシャルメディア、クラウド分野における新し

いサービスやプロダクトの開発をはじめ、資本集約型ビジネスの強化に積極的に取り組んでまいります。

 

(3）急速に拡大する市場への対応

　技術の進歩により、当社の業務範囲は顧客企業のウェブサイトを構築することに留まらず、マーケティング活動

のすべてにおけるデジタルテクノロジーの利用に関する提案、支援にまで広がってきております。急速な市場の拡

大に対応すべく、資本提携やM&Aを含む、社外との提携、連携に積極的に取り組んでまいります。

 

(4）グループ経営の強化

　当社グループは当社及び全子会社が協調し、顧客企業に対して課題やニーズに合わせた最適のソリューションを

提供しております。グループ各社の専門的なサービスやノウハウをそれぞれ強化し、さらにグループ間で共有・活

用を深めることにより、当社グループ全体としてのシナジーの最大化を図ってまいります。また、当社グループ

は、間接部門の機能や社内システムをグループ内で共通化し、間接コストの増加を抑制しており、今後も引き続

き、コスト面も含めてグループ経営の最大効果を追求してまいります。
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４【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性がある

と考えられる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を以下に記載しております。

当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針で

ありますが、当社グループの株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討

した上で行われる必要があると考えております。

　なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、特段の記載がない限り、本書提出日現在において当社グループが判

断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。

 

(1）インターネットビジネス市場の動向等について

　当社グループはインターネットビジネス市場を事業領域としていることから、当該市場の拡大が当社グループの

事業成長のための基本的な条件と考えております。一般的に、インターネットビジネス市場は今後も拡大していく

と予測されておりますが、今後、企業等におけるインターネットの重要性の低下や、インターネット利用に関する

新たな規制等の導入、その他予期せぬ要因によって、今後の市場拡大が阻害されるような状況が生じた場合には、

当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

 

(2）景気動向及び顧客企業の広報・広告宣伝予算の影響について

　当社グループの取引は顧客企業の広報・広告宣伝予算に強く影響を受けます。景気低迷の折に、広報・広告宣伝

予算は相対として削減の対象となりやすいと考えられ、顧客への景気その他の影響が、当社グループの経営成績に

大きな影響を与える可能性があります。

 

(3）特定顧客への依存について

　当社グループの事業においては、インターネット関連投資を行う企業等を主たる顧客としており、顧客の経営方

針、戦略等から特定顧客との取引が急激に拡大し、結果として、特定顧客への依存度が相対的に高くなる場合があ

ります。このような依存度が高い状況が発生した場合、主要顧客の戦略の変化や業務上のトラブル、その他何らか

の要因等により主要顧客との取引が著しく減少した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与え

る可能性があります。

 

(4）サービス等の陳腐化について

　インターネットにおいては、新たな技術やサービスが逐次開発及び提供されており、その利用者の嗜好等につい

ても変化が激しい状況にあります。当社グループが保有する技術及びノウハウ等が陳腐化し、顧客に対する当社

サービスの訴求力が低下した場合、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

(5）人材の確保及び育成について

　当社グループの事業展開においては、業態的に個々の人材の知識及び能力に依存する要素が大きく、事業拡大に

おいては優秀な人材の継続した確保が必要であります。しかしながら、優秀な人材の確保が当社グループの計画通

り進まなかった場合や、現在在籍する人材の社外流出が生じた場合には、競争力の低下や事業拡大の制約要因にな

る可能性があり、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

 

(6）競合について

　当社グループが属するインターネットビジネス市場には、相応の事業規模を有する専業企業が複数あるほか、広

告代理店やコンサルティング企業およびシステムインテグレーター等も参入しております。また、当社グループの

事業は特許等で保護されているものではなく、既存の競合企業や新規参入企業による競争が激化し、当社の市場競

争力が低下した場合には、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(7）提供サービスの不具合等について

　当社グループの事業においては、顧客企業の広報、広告宣伝等を手掛けることから、当社の業務には高度な正確

性が求められます。当社グループが提供したサービスにおいて、ウェブサイト上の誤表示等のトラブル等が生じた

場合、当社グループの信頼性低下、損害賠償請求、顧客との取引停止等が生じ、当社グループの経営成績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(8）受注案件の採算性について

　当社グループは、顧客企業からプロジェクト案件の採算性等に十分留意しつつ受注活動を行っておりますが、仕

様変更への対応等により、当初の見積り以上の作業工数が必要となる場合があり、想定以上の費用負担によりプロ

ジェクト案件が不採算化する可能性があります。また、受注競争の激化や、受注拡大に伴う人員不足等に起因した

外注費の増加、見積り精度の低下等が生じた場合には、事業全体における採算性の悪化等が生じる可能性があり、

当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(9）新サービス、プロダクトの開発について

　当社グループは、収益基盤の強化と多様化をはかるため、新しいサービスの開発やプロダクトの開発に積極的に

取り組んでいく方針であります。これら開発費や販売促進費等の追加的な支出が発生した場合、利益率が低下する

可能性がある他、開発や販売が計画通りに進展しない場合には、投資を回収できず、当社グループの経営成績及び

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(10）他社との業務・資本提携等について

　当社グループは、外部専門企業との業務提携、資本提携等を通じて事業の拡大、スピードアップに取り組んでい

く方針であります。当社グループと提携先の持つ技術やノウハウ等を融合することにより、事業シナジーを発揮す

ることを目指しますが、当初見込んだ効果が発揮されない場合、またこれらの提携等が何らかの理由で解消された

場合、当社グループの事業展開、経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(11）Ｍ＆Ａについて

　当社グループは、事業拡大と収益源の多様化を加速する有効な手段のひとつとして、Ｍ＆Ａを積極的に活用する

方針であります。Ｍ＆Ａの検討に際しては、対象となる企業の財務内容や契約関係、法務等について事前にデュー

デリジェンスを実施し、十分にリスクを吟味した上で決定しておりますが、買収後に不測の債務が発生した場合、

また事業の展開等が当初想定した計画通りに進まない場合、のれんの減損処理を行う必要が生じる等、当社グルー

プの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(12）情報管理について

　当社グループの事業においては、顧客企業等の機密情報及び個人顧客情報を取り扱う場合があります。当社グ

ループは、これらの情報管理を事業運営上の重要事項と認識しており、当社は、平成17年10月に社団法人情報サー

ビス産業協会よりプライバシーマークの認定（認定番号第11820395）を受けております。

　しかしながら、当社グループが取り扱う機密情報及び個人情報について、漏洩、改竄又は不正使用等が生じる可

能性が完全に排除されているとはいえず、何らかの要因からこれら事態が生じた場合には、適切な対応を行うため

の費用増加、損害賠償請求、当社グループへの信用失墜及び顧客との取引停止等によって、当社グループの経営成

績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

 

(13）知的財産権について

　当社グループにおいては、第三者が保有する知的財産権を侵害しないように留意しつつ事業を展開しており、現

時点までにおいて、第三者より知的所有権の侵害に関する指摘等を受けた事実はありません。

　当社グループは、主要業務であるウェブサイトやデジタルコンテンツの制作等について、第三者の商標権や著作

権等の知的財産権への抵触の有無について必要と考えられる調査を実施しておりますが、当該侵害のリスクを完全

に排除することは極めて困難であると考えられます。当社グループにおいて、第三者が保有する知的財産権の侵害

が生じた場合には、当該第三者より使用差止及び損害賠償等の訴えを起こされる可能性や知的財産権の使用にかか

る対価等の支払い等が発生する可能性があり、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

(14）自然災害等について

　地震、火災等の自然災害や、戦争、テロ、感染症の流行（パンデミック）等により、当社グループにおいて人的

被害または物的被害が生じた場合、または、外部通信インフラ、コンピュータネットワークに障害が生じた場合等

の事由によって当社グループの業務の遂行に支障が生じた場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。

 

EDINET提出書類

ネットイヤーグループ株式会社(E05736)

有価証券報告書

13/82



(15）新株予約権の行使による株式価値の希薄化について

　当社は、業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的としてストックオプション制度を導入しており、会社

法第236条、第238条、第239条及び第240条の規定に基づく新株予約権を、当社の取締役及び従業員、当社子会社の

取締役及び従業員等に付与しております。平成28年３月31日現在、新株予約権の目的である株式の数は613,900株

であり、当社発行済株式総数6,881,900株の8.9％に相当しております。これら新株予約権の行使が行われた場合、

当社の株式価値が希薄化する可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

　該当する事項はありません。

 

６【研究開発活動】

　当連結会計年度における研究開発費の総額は37百万円であります。

　これは、プロダクトの開発費用であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものです。

 

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。作成においては、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示

に与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて、過去の実績等を勘案し合理的に判断

しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。当

社グループは、特に次の重要な会計方針が当社グループの連結財務諸表の作成における重要な見積りの判断に大き

な影響を及ぼすと考えております。

①　貸倒引当金

　当社グループは、売上債権等の貸倒損失に備えて回収不能となる見込額を貸倒引当金として計上することとし

ております。

　将来、顧客の財務状況が悪化し支払能力等が低下した場合には、引当金の計上又は貸倒損失が発生する可能性

があります。

②　受注損失引当金

　当社グループは、顧客より受注済みの案件のうち、当該受注契約の履行に伴い、翌連結会計年度以降に損失の

発生が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについては、将来の損失に備えるため

翌連結会計年度以降に発生が見込まれる損失額を受注損失引当金として計上しております。

③　固定資産の減損処理

　当社グループは、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、減損の要否を検討しております。

　将来の事業計画や市場環境の変化により、減損の兆候が発生した場合、減損損失を計上する可能性がありま

す。

④　繰延税金資産の回収可能性の評価

　当社グループは、繰延税金資産の回収可能性を評価するに際して、将来の課税所得を合理的に見積っておりま

す。

　繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存しますので、その額に変動を生じた場合には、繰

延税金資産の取崩し又は追加計上により、利益が変動する可能性があります。

 

(2）財政状態の分析

①　資産の部

　当連結会計年度末における資産につきましては、前連結会計年度末に比べ176百万円減少し、3,176百万円（前

年同期比5.3％減）となりました。

　主な増加要因は、仕掛品の増加150百万円、ソフトウェアの増加26百万円等によるものであります。主な減少

要因としては、現金及び預金の減少243百万円、売上債権の減少154百万円等によるものであります。

②　負債の部

　当連結会計年度末における負債につきましては、前連結会計年度末に比べ246百万円減少し、1,134百万円（前

年同期比17.8％減）となりました。

　主な増加要因は、受注損失引当金の増加91百万円、前受金の増加63百万円等によるものであります。主な減少

要因としては、賞与引当金の減少70百万円、未払法人税等の減少100百万円、未払消費税等の減少116百万円、長

期借入金の返済による減少116百万円等によるものであります。

③　純資産の部

　当連結会計年度末における純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ69百万円増加し、2,042百万円

（前年同期比3.5％増）となりました。

　主な増加要因は、親会社株主に帰属する当期純利益の計上74百万円による利益剰余金の増加、ストック・オプ

ションの行使による資本金及び資本剰余金の増加10百万円等によるものであります。減少要因は、配当金の支払

22百万円等であります。以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の58.4％から63.7％となりました。

④　キャッシュ・フロー

　キャッシュ・フローの分析については、「第２〔事業の状況〕」の「１〔業績等の概要〕」にて記載したとお

りであります。

　なお、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より243百万円減少し、1,219百万

円となりました。
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(3）経営成績の分析

①　売上高及び営業利益

　デジタルマーケティング領域の受託制作サービスにおけるオムニチャネル関連の大型プロジェクトのピークが

収束したことにより、売上高は、前連結会計年度に比べ437百万円（△6.0％）減少し、6,801百万円となりまし

た。

　売上原価は、売上高の減少に伴い減少する一方で、人材先行投資等により前連結会計年度に比べ108百万円

（△1.9％）の減少にとどまり、5,636百万円となりました。以上の結果、売上総利益は、前連結会計年度に比べ

329百万円（△22.0％）減少し、1,165百万円となりました。

　販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ32百万円（△3.1％）減少し、1,019百万円となりました。主

な要因は、採用費等の増加額19百万円等があるものの、のれん償却額の減少44百万円等によるものであります。

　以上の結果、営業利益は前連結会計年度に比べ296百万円（△67.0％）減少し、146百万円となりました。

 

②　営業外損益及び経常利益

　営業外収益は、前連結会計年度に比べ７百万円（△71.0％）減少し、３百万円となりました。主な内訳は、受

取利息及び配当金１百万円等であります。営業外費用は、前連結会計年度に比べ１百万円（△21.6％）減少し、

５百万円となりました。主な内訳は、支払利息２百万円等であります。この結果、経常利益は、前連結会計年度

に比べ303百万円（△67.8％）減少し、143百万円となりました。

 

③　特別損益及び税金等調整前当期純損益

　税金等調整前当期純損益は、前連結会計年度に比べ115百万円（△44.5％）減少し、143百万円となりました。

 

④　親会社株主に帰属する当期純損益

　親会社株主に帰属する当期純損益は、法人税、住民税及び事業税60百万円の計上の他、繰延税金資産の回収可

能性を検討した結果、法人税等調整額４百万円の計上、また非支配株主に帰属する損益の振替４百万円等により

前連結会計年度に比べ１百万円（1.0％）増加し、74百万円となりました。１株当たり当期純利益は、当期純利

益の増加等により、前連結会計年度より0.08円増加し、10.89円となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資の総額は、28百万円であります。

　その主な内容は、セキュリティシステムの構築費用５百万円、パーソナルコンピュータの購入４百万円等、有形固

定資産への設備投資額17百万円、ソフトウエアへの設備投資額11百万円によるものであります。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

平成28年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）建物

（千円）
器具及び備品
（千円）

ソフトウエア
（千円）

合計
（千円）

本社

（東京都中央区）
SIPS事業 業務設備 49,304 32,604 7,653 89,562 193

（注）１．上記金額には、消費税等を含んでおりません。

２．従業員数には臨時雇用者を含んでおりません。

３．器具及び備品の中には、ネットイヤークラフト株式会社（当社連結子会社）、株式会社トライバルメディア

ハウス（当社連結子会社）及びrakumo株式会社（当社連結子会社）へ貸与中の資産2,831千円が含まれてお

ります。

４．上記の他、主要な設備のうち関連会社以外から賃借している設備の内容は以下の通りであります。

平成28年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容 面積（㎡） 年間賃借料（千円）

本社

（東京都中央区）
SIPS事業 本社事務所 2,619.03 111,248

（注）１．上記金額には、消費税等を含んでおりません。

２．上記のうち、一部をネットイヤークラフト株式会社（当社連結子会社）、株式会社トライバルメディアハウ

ス（当社連結子会社）、rakumo株式会社（当社連結子会社）及び株式会社インデックス・アイに転貸してお

ります。

 

(2）国内子会社

平成28年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）建物

（千円）
器具及び備
品（千円）

ソフトウエ
ア（千円）

合計
（千円）

ネットイヤークラフト株

式会社

本社

（東京都中央区）
SIPS事業 業務設備 ― 0 2,950 2,950 74

株式会社トライバルメ

ディアハウス

本社

（東京都中央区）
SIPS事業 業務設備 ― 87 78 165 70

rakumo株式会社
本社

（東京都中央区）
SIPS事業 業務設備 ― 135 3,733 3,868 20

（注）１．上記金額には、消費税等を含んでおりません。

２．従業員数には臨時雇用者を含んでおりません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設

　重要な設備の新設等の計画はありません。

 

(2）重要な設備の除却等

　重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年６月23日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 6,881,900 6,881,900
東京証券取引所

マザーズ
単元株式数 100株

計 6,881,900 6,881,900 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づく新株予約権

（平成18年９月12日臨時株主総会決議、平成18年９月26日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成28年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成28年５月31日）

新株予約権の数（個） 240 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）
24,000

（注）１、５
同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）
367

（注）２、３、４、５
同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年９月13日

至　平成28年９月12日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　　　　 367

資本組入額　　　　　　　　 184

（注）５

同左

新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当を受けた者

（以下「新株予約権者」とい

う。）は、権利行使時におい

ても当社の取締役又は従業員

であることを要する。ただ

し、新株予約権者が当社の取

締役又は従業員の地位を失っ

た後、当社監査等委員取締役

に選任され、又は子会社・関

連会社の取締役、監査役もし

くは従業員に選任・採用され

た場合、当該新株予約権者

は、その在任・在職中に限

り、自己に発行された新株予

約権を行使することができ

る。

(2）新株予約権者は、会社の株式

がいずれかの証券取引所に上

場され取引が開始される日又

は日本証券業協会に店頭登録

され取引が開始される日まで

新株予約権を行使することは

できないものとする。

(3）その他の新株予約権行使の条

件は、当社取締役会において

決定する。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取締役

会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
－ －
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（注）１．当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につ

き同じ。）又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満

の端数は、これを切り捨てるものとする。

 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

 

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減

少等の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整する。

 

２．割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、行使価額を次の算式により

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

 

３．割当日後、当社が行使金額を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場

合（新株予約権の行使による場合を除く。）には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１

円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

 

調整後行使価額 ＝
既発行株式数 × 調整前行使価額 ＋ 新規発行株式数 × １株当たり行使価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

 

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株

式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を

「処分する自己株式数」に、「１株当たり行使価額」を「１株当たり処分金額」にそれぞれ読み替えるもの

とする。

 

４．割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株式へ配当を行う場合等、行使

価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当て又は配当等の条件等を勘案の上、

合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

 

５．当社は、平成24年11月20日開催の取締役会決議により、平成25年１月１日付で１株を100株とする株式分割

を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」

及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されておりま

す。
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（平成19年３月９日臨時株主総会決議、平成19年３月９日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成28年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成28年５月31日）

新株予約権の数（個） 943 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）
94,300

（注）１、５
同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）
367

（注）２、３、４、５
同左

新株予約権の行使期間
自　平成21年３月10日

至　平成29年３月９日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　　　　 367

資本組入額　　　　　　　　 184

（注）５

同左

新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権者は、権利行使時

においても当社、当社子会社

の取締役又は従業員であるこ

とを要する。ただし、新株予

約権者が当社、当社子会社の

取締役又は従業員の地位を

失った後、当社監査等委員取

締役に選任され、又は子会

社・関連会社の取締役、監査

役もしくは従業員に選任・採

用された場合、その在任・在

職中に限り、自己に発行され

た新株予約権を行使すること

ができる。

(2）新株予約権者は、会社の株式

がいずれかの証券取引所へ上

場され取引が開始される日又

は日本証券業協会へ店頭登録

され取引が開始される日まで

新株予約権を行使することが

できないものとする。

(3）新株予約権者は、新株予約権

が行使可能となった日より１

年間は、割当を受けた新株予

約権のうち50％以内を上限と

して、また翌１年間は累積

ベースで75％以内を上限とし

て、行使することができる。

(4）その他の新株予約権行使の条

件は、当社取締役会にて決定

する。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を第三者に譲渡、質入

その他一切の処分をすることがで

きないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
－ －
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（注）１．当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につ

き同じ。）又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満

の端数は、これを切り捨てるものとする。

 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

 

また、上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減

少等の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整する。

 

２．割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、行使価額を次の算式により

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

 

３．割当日後、当社が行使金額を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場

合（新株予約権の行使による場合を除く。）には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１

円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

 

調整後行使価額 ＝
既発行株式数 × 調整前行使価額 ＋ 新規発行株式数 × １株当たり行使価額

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

 

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株

式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を

「処分する自己株式数」に、「１株当たり行使価額」を「１株当たり処分金額」にそれぞれ読み替えるもの

とする。

 

４．割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株式へ配当を行う場合等、行使

価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当て又は配当等の条件等を勘案の上、

合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

 

５．当社は、平成24年11月20日開催の取締役会決議により、平成25年１月１日付で１株を100株とする株式分割

を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」

及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されておりま

す。

 

②　会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づく新株予約権

（平成27年10月29日取締役会決議）

区分
事業年度末現在

（平成28年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成28年５月31日）

新株予約権の数（個）
4,956

（注）１

4,896

（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）
495,600

（注）１

489,600

（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）
862

（注）２、３、４
同左

新株予約権の行使期間
自　平成31年７月１日

至　平成34年11月19日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　　　　 868

資本組入額　　　　　　　　 434
同左
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区分
事業年度末現在

（平成28年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成28年５月31日）

新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権者は、平成31年３

月期から平成32年３月期まで

のいずれかの期ののれん償却

前営業利益（当社の有価証券

報告書に記載される連結損益

計算書（連結損益計算書を作

成してない場合、損益計算

書）における営業利益に、連

結キャッシュ・フロー計算書

（連結キャッシュ・フロー計

算書を作成していない場合、

キャッシュ・フロー計算書）

におけるのれん償却額を加算

した額をいい、以下同様とす

る。）が、下記(ⅰ)、(ⅱ)に

掲げる条件を達成した場合に

おいて、以下の割合（以下、

「行使可能割合」という。）

に応じて、当該条件を最初に

充たした期の有価証券報告書

の提出日の翌月１日から本新

株予約権を行使することがで

きる。

（ⅰ）700百万円を超過して

いる場合

行使可能割合：50％

（ⅱ）1,000百万円を超過し

ている場合

行使可能割合：100％

(2）新株予約権者は、新株予約権

の権利行使時においても、当

社または当社関係会社の取締

役、監査等委員取締役、監査

役または従業員であることを

要する。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職、その他

正当な理由があると取締役会

が認めた場合は、この限りで

はない。

(3）新株予約権者の相続人による

本新株予約権の行使は認めな

い。

(4）本新株予約権の行使によっ

て、当社の発行済株式総数が

当該時点における授権株式数

を超過することとなるとき

は、当該本新株予約権の行使

を行うことはできない。

(5）各本新株予約権の１個未満の

行使を行うことはできない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による本新株予約権の取得に

ついては、当社取締役会の決議に

よる承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
（注）５ 同左
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（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株

予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の

結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割（または併合）の比率

 

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるもの

とする。

 

２．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割（または併合）の比率

 

３．本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分

を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移

転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

 

４．上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの

場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行う

ことができるものとする。

 

５．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

上記「新株予約権の行使時の払込金額」で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上

記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5）新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅

い日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとする。
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(6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(7）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8）その他新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

(9）新株予約権の取得事由及び条件

上記「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」に準じて決定する。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年４月１日～

平成24年３月31日

（注）１

968 66,569 9,579 528,206 9,579 563,789

平成25年１月１日

（注）２
6,590,331 6,656,900 － 528,206 － 563,789

平成25年４月１日～

平成26年３月31日

（注）３

150,700 6,807,600 12,000 540,206 11,993 575,782

平成26年４月１日～

平成27年３月31日

（注）４

46,200 6,853,800 4,042 544,249 4,037 579,820

平成27年４月１日～

平成28年３月31日

      （注）５

28,100 6,881,900 5,170 549,420 5,142 584,962

（注）１．新株予約権の行使

平成23年４月１日から平成24年３月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が968株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ9,579千円増加しております。

２．株式分割（１：100）によるものであります。

３．新株予約権の行使

平成25年４月１日から平成26年３月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が150,700

株、資本金が12,000千円、資本準備金が11,993千円増加しております。

４．新株予約権の行使

　　平成26年４月１日から平成27年３月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が46,200

株、資本金が4,042千円、資本準備金が4,037千円増加しております。

５．新株予約権の行使

　　平成27年４月１日から平成28年３月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が28,100

株、資本金が5,170千円、資本準備金が5,142千円増加しております。

 

（６）【所有者別状況】

平成28年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 3 25 32 25 6 6,321 6,412 －

所有株式数（単元） － 697 2,551 21,808 3,461 11 40,271 68,799 2,000

所有株式数の割合

（％）
－ 1.01 3.71 31.69 5.03 0.02 58.54 100 －

（注）　自己株式66株は、「単元未満株式の状況」に含めて記載しております。
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（７）【大株主の状況】

  平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

コニカミノルタビジネスソリュー

ションズ株式会社
東京都港区芝浦１－１－１ 2,130,200 30.95

石黒不二代 東京都港区 455,500 6.61

salesforce. com, Inc.

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店）

THE LANDMARK, ONE MARKET, SUITE 300,

SAN FRANCISCO, CA 94105

（東京都中央区日本橋３－11－１）

212,694 3.09

佐々木裕彦 東京都杉並区 120,500 1.75

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 93,300 1.35

内田善久 神奈川県厚木市 90,500 1.31

篠塚良夫 千葉県市川市 74,100 1.07

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１－４ 65,200 0.94

大島正稔 神奈川県横浜市保土ヶ谷区 64,400 0.93

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC

ISG（FE-AC）

（常任代理人　株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内２－７－１）

41,000 0.59

計 － 3,347,394 48.64

（注）１．前事業年度末において主要株主であったＴＩＳ株式会社は、当事業年度末現在では主要株主ではなくなりま

した。

２．前事業年度末において主要株主でなかったコニカミノルタビジネスソリューションズ株式会社は、当事業年

度末現在では主要株主となっております。なお同社は、平成28年４月１日付でコニカミノルタヘルスケア株

式会社と合併し、同日付で同社はコニカミノルタジャパン株式会社に商号変更しております。

３．上記のほか、自己株式が66株あります。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,879,900 68,799 －

単元未満株式 普通株式 2,000 － －

発行済株式総数 6,881,900 － －

総株主の議決権 － 68,799 －

（注）　単元未満株式には、当社所有の自己株式66株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は会社法第236条、第238条、第239条及び第240

条の規定に基づき、新株予約権を発行する方法によるものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。

 

（平成18年９月12日臨時株主総会、平成18年９月26日取締役会決議）

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社取締役に対して付与することを、平成18年９月12日の

臨時株主総会及び平成18年９月26日の取締役会において決議されたものです。

（平成28年５月31日現在）
 

決議年月日 平成18年９月12日及び平成18年９月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 

（平成19年３月９日臨時株主総会、平成19年３月９日取締役会決議）

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社取締役、当社従業員、子会社の役員、子会社の従業員

及び社外の協力者に対して付与することを、平成19年３月９日の臨時株主総会及び同日の取締役会において決議さ

れたものです。

（平成28年５月31日現在）
 

決議年月日 平成19年３月９日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　　　　　　　　３

当社従業員　　　　　　　　　９

当社子会社の役員及び従業員　１

その他　　　　　　　　　　　１

（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）　付与対象者の人数は、決議年月日から、権利行使及び退職による権利喪失者の当該数を控除したものでありま

す。
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（平成27年10月29日取締役会決議）

　会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当社取締役、当社従業員、子会社の役員及び子会社の従業

員に対して付与することを、平成27年10月29日の取締役会において決議されたものです。

（平成28年５月31日現在）
 

決議年月日 平成27年10月29日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　　　　　　　　４

当社従業員　　　　　　　　　25

当社子会社の役員及び従業員　10

（注）

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）　付与対象者の人数は、決議年月日から、退職による権利喪失者の当該数を控除したものであります。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 － －

当期間における取得自己株式 47 54,896

（注）当期間における取得自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 66 － 113 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定

的で継続的な配当を行なっていくことを基本方針としておりますが、将来的には、期間業績に応じた成果配分を利益

配分方針の中心に据え、配当性向の定量基準を定めていきたいと考えております。

　当社は、株主総会の決議により期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。ま

た、当社は、会社法第454条第５項に基づき「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行

うことができる。」旨を定款に定めております。

　当事業年度の配当につきましては、上記の基本方針に基づき、１株当たり3.25円の配当を実施することを決定しま

した。

　内部留保資金につきましては、将来にわたる事業展開に備え、投資や開発等の資金需要に有効に活用していく所存

であります。

 

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

平成28年６月22日

定時株主総会決議
22,365 3.25

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高（円） 136,000

48,800

□　　448

（注）２

3,490 2,200 1,430

最低（円） 16,600

28,800

□　　341

（注）２

365 998 480

（注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

２．□印は、株式分割（１：100）による権利落後の最高・最低株価を示しております。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成27年10月 11月 12月 平成28年１月 ２月 ３月

最高（円） 978 1,051 951 887 748 1,273

最低（円） 757 867 695 651 480 765

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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５【役員の状況】

男性６名　女性２名　（役員のうち女性の比率25.0％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長  石黒　不二代 昭和33年２月１日生

平成11年７月 当社取締役就任

※４ 455,500

平成12年５月 当社代表取締役社長就任（現任）

平成21年１月 株式会社トライバルメディアハウス

取締役就任（現任）

平成25年６月 株式会社損害保険ジャパン（現 損害

保険ジャパン日本興亜㈱）社外監査役

就任

平成25年９月 株式会社日本技芸（現 rakumo㈱） 取

締役就任（現任）

平成26年３月 株式会社ホットリンク 社外取締役就

任（現任）

平成26年６月 マネックスグループ株式会社 社外取

締役就任（現任）

平成27年６月 損害保険ジャパン日本興亜株式会社

社外取締役就任（現任）

取締役

オムニチャ

ネルクラウ

ド事業部長

佐々木　裕彦 昭和45年２月１日生

平成12年２月 当社入社

※４ 120,500

平成15年８月 当社取締役就任（現任）

 当社SIPS事業部長

平成21年１月 株式会社トライバルメディアハウス

取締役就任（現任）

平成24年４月 当社グループ戦略室長

平成25年９月 株式会社日本技芸（現 rakumo㈱） 取

締役就任（現任）

平成26年４月 当社デジタルマーケティング事業本部

長

平成27年４月 当社オムニチャネルクラウド事業部長

（現任）

取締役

経理財務部

長 兼 情報

システム部

長

播本　孝 昭和38年２月25日生

昭和61年４月 日本タイムシェア株式会社（現 ＴＩ

Ｓ㈱）入社

※４ 3,000

平成５年４月 株式会社J-WAVE入社

平成８年７月 株式会社サンギ入社

平成18年12月 当社入社 経営管理部

平成20年７月 経理財務部長

平成28年４月 経理財務部長 兼 情報システム部長

（現任）

平成28年６月 当社取締役就任（現任）

取締役  池田　紀行 昭和48年１月16日生

平成19年10月 株式会社トライバルメディアハウス

取締役副社長就任

※４ －

平成20年６月 株式会社トライバルメディアハウス

代表取締役社長就任（現任）

平成24年２月 株式会社スケダチ社外取締役就任（現

任）

平成25年３月 株式会社インデックス・アイ 取締役

就任（現任）

平成26年６月 当社取締役就任（現任）

取締役  芦澤　美智子 昭和47年10月23日生

平成８年10月 センチュリー監査法人国際部（現 あ

ずさ監査法人) 入所

※４ －

平成12年３月 公認会計士登録

平成15年９月 株式会社産業再生機構入社

平成18年２月 株式会社アドバンテッジパートナーズ

入社

平成24年４月 慶應義塾大学大学院経営管理研究科助

教

平成25年４月 横浜市立大学 国際総合科学部経営学

コース 准教授（現任）

平成25年４月 横浜市立大学 国際マネジメント研究

科（大学院）准教授（現任）

平成26年11月 横浜市個人情報保護審議会委員（現

任）

平成28年４月 横浜市女性活躍推進協議会委員（現

任）

平成28年６月 当社取締役就任（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

（監査等委員）
 塚原　美一 昭和19年９月27日生

平成18年６月 キャリアサービス株式会社 入社

※５ 5,300

平成19年４月 当社入社

平成19年６月 当社内部監査室長

平成20年５月 ネットイヤークラフト株式会社 監査

役就任（現任）

平成20年10月 当社コンプライアンス室 顧問

平成21年１月 株式会社トライバルメディアハウス

監査役就任（現任）

平成21年６月 当社監査役就任

平成25年９月 株式会社日本技芸（現 rakumo㈱） 監

査役就任（現任）

平成28年６月 当社取締役（監査等委員）就任（現

任）

取締役

（監査等委員）
 古田　利雄 昭和37年２月４日生

平成14年４月 弁護士法人古田アンドアソシエイツ法

律事務所（現 弁護士法人クレア法律

事務所） 社員（現任）

※５ －

平成18年６月 ナノキャリア株式会社 社外監査役就

任（現任）

平成19年９月 株式会社キャンバス 社外監査役就任

（現任）

平成21年６月 当社社外監査役就任

平成26年11月 株式会社トランザクション 社外取締

役就任（現任）

平成28年３月 株式会社ALBERT 社外取締役就任（現

任）

平成28年６月 当社取締役（監査等委員）就任（現

任）

取締役

（監査等委員）
 栗林　正 昭和34年11月14日生

昭和57年４月 ミノルタ株式会社（現 コニカミノル

タ㈱）入社

※５ －

平成２年３月 Minolta Malaysia(Sdn Bhd). Finance

Director

平成９年４月 ミノルタ株式会社（現 コニカミノル

タ㈱）製造管理部生産企画課長

平成12年12月 Minolta Corporation(U.S.A.).

VP/Treasurer

平成18年４月 Konica Minolta Business Solution

(U.S.A.). SVP/Treasurer

平成19年５月 コニカミノルタホールディングス株式

会社（現 コニカミノルタ㈱）経営戦

略部経営管理グループマネージャー

平成23年４月 コニカミノルタビジネステクノロジー

ズ株式会社（現 コニカミノルタ㈱）

経営管理部長

平成25年４月 コニカミノルタ株式会社 経営管理部

ＢＴ事業管理グループマネージャー

平成28年４月 コニカミノルタジャパン株式会社 情

報機器事業統括本部事業管理統括部長

兼 経営企画本部経営管理部長（現

任）

平成28年６月 当社取締役（監査等委員）就任（現

任）

計 584,300

（注）１．平成28年６月22日開催の定時株主総会において定款の変更が決議されたことにより、当社は同日付をもって

監査等委員会設置会社に移行しております。

２．芦澤美智子氏、古田利雄氏、栗林正氏は社外取締役であります。

３．当社の監査等委員会については次のとおりであります。

委員長　塚原美一、委員　古田利雄、委員　栗林正

なお、塚原美一は、常勤の監査等委員であります。

４．平成28年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

５．平成28年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

 

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
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　当社グループは、効率性の優れた透明性の高い経営を実現させ、企業価値を継続的に向上させていくためには、健

全なコーポレート・ガバナンス体制の確立が極めて重要であると強く認識しております。

　また、経営体制及び内部統制システムの整備・構築とともに、企業としての倫理観形成も、当社の永続的な発展に

おいて重要な課題と位置づけております。当社は、「優れた倫理と優れたビジネスは同義である」という企業哲学を

基本として、平成12年11月に「ネットイヤーグループ倫理規程」を制定、運用しております。

　企業活動の複雑化や日々変化する経営環境への対応に迅速な意思決定が必要とされる中、この規程は、役員及び従

業員ひとりひとりの行動基準としての役割を果たしております。

 

(1）コーポレート・ガバナンス体制

　当社は、取締役、取締役会の監査・監督機能の充実を図るため、平成28年6月22日開催の定時株主総会の承認を

もって監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行しております。

　この移行は、議決権を有する監査等委員である取締役を置くことにより、取締役会の管理・監督機能をより一層

強化し、コーポレート・ガバナンス体制の充実を図るものであります。当社は、業界へ精通していることはもとよ

り企業財務・会計や法律に知見を有する取締役を選任することにより、業績の向上と透明性の高い経営の両立を高

いレベルで実現することを目指しております。なお、監査等委員会設置会社への移行前の体制といたしましては、

取締役５名（うち社外取締役１名）からなる取締役会および監査役３名（うち社外監査役２名）からなる監査役会

を置いており、本章記載の取締役会、監査役会の開催状況については、当会計年度末現在の状況について記載して

おります。

 

　当社のガバナンスの体制の概要は以下のとおりでございます。

（取締役、取締役会）

　取締役会は、本書提出日現在において監査等委員以外の取締役５名（うち社外取締役１名）及び監査等委員３名

（うち社外取締役２名）の計８名で構成されております。取締役会は、経営の基本方針、法令や定款で定められた

事項や重要な経営事項を決定しております。

　なお、当社の取締役は、定款により員数を監査等委員以外の取締役は11名以内、監査等委員である取締役は4名

以内と定めております。また、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び取締役の選任決議は累積投票によらない旨を定款

に定めております。なお、当社取締役のうち２名は独立取締役であり、独立した立場から経営に関する監視・助言

を行っております。

（監査等委員取締役、監査等委員会）

　本書提出日現在において、当社の監査等委員会は、取締役３名（うち社外取締役２名、常勤１名・非常勤２名）

で構成されております。監査等委員会は、月に１回の開催を原則としており、必要に応じて臨時会を開き、会社の

業務及び財産の状況の調査等重要事項について協議を行っております。また、取締役の職務の執行状況等について

監査を実施し、公正かつ客観的な立場から監査機能の強化に努めております。

（経営企画会議）

　経営企画会議は、常勤取締役、業務執行責任者、グループ会社取締役等で構成され、経営企画会議規程に則り、

取締役会上程議案の事前審議並びに会社及び関係会社運営に関する重要事項の審議をしております。経営企画会議

は、月に２回の開催を原則として、必要に応じ臨時経営企画会議を随時開催しております。また、経営企画会議へ

は監査等委員である常勤取締役が出席することにより、経営及び業務執行におけるガバナンスの強化を図っており

ます。
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　当社のコーポレート・ガバナンス体制は、本書提出日現在において以下のとおりであります。

 

 

　当社は、内部統制システムの整備に関し次のとおりの内容を取締役会において決議しております。

①　取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・役員及び従業員の一人一人が、当社の経営管理の基本原理を理解し、適法かつ倫理的な判断を下すことができ

るよう、「ネットイヤーグループ倫理規程」を定め、その周知徹底を行う。

・取締役会規程に基づき取締役会を定期的に開催し、経営に関する重要事項の決定を行うとともに、取締役の職

務の執行を監督する。

・監査等委員会は、監査等委員会規程に則り、監査等委員会で定められた監査方針と監査計画に基づき、取締役

及び従業員の職務の執行に係る監査を実施し、その結果を代表取締役に報告する。

・経営企画会議規程に基づき、経営企画会議を定期的に開催し、取締役会上程事項の事前審議並びに会社及び関

係会社の業務執行に関する事項の決定を行う。

・社外取締役による経営の監督機能の強化を行う。

・他の業務執行部門から独立した代表取締役直属の内部監査・内部統制部門としてコンプライアンス室を設置

し、内部監査規程に基づき内部監査を実施する。

・内部通報制度規程を整備し、不正行為に関する通報又は相談の適正な処理の仕組みを定める。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・文書規程を定め、株主総会、取締役会、経営企画会議の議事録やその他の業務執行に係る文書の保存期限、所

管部門及び管理方法を適切に管理する。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・自然災害や企業不祥事等、会社、従業員、社会に影響を及ぼす問題の発生に備え、危機管理規則を定め、当社

において発生する様々な事象を伴う危機に、迅速かつ的確に対処するための危機管理体制及び対処方法を定め

る。

・経営企画会議において、個別リスクの洗い出しとその評価、対応すべき優先度、リスク管理の方法等を審議す

るとともに、定期的なモニタリングとリスク顕在化時点における対応策を行い、取締役会にその内容を適宜報

告する。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会は、中期経営計画を定めるとともに、経営資源を効率的に配分の上、年度計画を策定し、会社として

の目標を明確にする。

・取締役会は、計画及び目標達成状況のレビューを定期的に行い、必要に応じて目標及び計画の修正を行う。

・経営企画会議は、取締役会によって定められた計画及び目標を達成するために、具体的施策を策定する。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・ネットイヤーグループ倫理規程を企業集団全体に適用し、企業集団全体の法令遵守及び業務の適性を確保す

る。

・関係会社管理規程を定め、子会社の重要な決議事項は事前に当社取締役会等において協議承認を行う。子会社

の規程は、原則として当社規程を準用するものとし、子会社独自の規程を定める場合は、当該規程の相当性に

つき当社が確認し、必要に応じて助言を行う。

・子会社の取締役及び監査役には当社の取締役又は従業員を選任することにより企業集団内の情報伝達を推進す

る。また、当社にてそれぞれの子会社担当の取締役を定め、担当取締役は担当する子会社の業務の執行状況、

損失の危険、職務執行の効率性及び職務執行の適法性等の監視、監督を行うとともに、当社取締役会にその状

況について定期的に報告を行う。

・当社内部監査部門による子会社の内部監査を行う。

⑥　監査等委員がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項及び、そ

の従業員の取締役からの独立性に関する事項

・監査等委員が必要と認めた場合は、従業員を監査等委員の補助にあたらせる。

・監査等委員補助従業員を設置した場合は、従業員の業務執行者からの独立性の確保に留意するとともに関係者

に周知する。

・監査等委員補助従業員の人事評価については、常勤監査等委員の同意を要するものとする。

⑦　取締役及び従業員が監査等委員に報告するための体制その他の監査等委員への報告に関する体制

・常勤の監査等委員は経営企画会議に陪席をし、業務の執行状況、損失の危険、職務執行の効率性及び職務執行

の適法性について把握するとともに、その内容を監査等委員会に報告する。

・内部通報規程を定め、不正行為に関する通報を受け付ける窓口は、常勤監査等委員とするとともに、内部通報

者が通報又は相談したことを理由として、会社が内部通報者に対して不利益な取り扱いを行うことを一切禁止

する。

・業務執行取締役は、定期的又は求めに応じて、担当する業務のリスクについて監査等委員に対して報告する。

⑧　その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・代表取締役社長は、監査等委員会及び会計監査人と定期的な意見交換会を実施し、また、監査等委員が会計監

査人、内部監査部門及び子会社監査役との連携を図り、適切な意思疎通及び効果的な監査業務を遂行できるよ

うな環境を整備する。

・監査等委員は、監査費用の支出にあたっては、その効率性及び適正性に留意した上で、職務執行上必要と認め

る費用について会社に対して予算を提出し、原則として予算の範囲において費用を支出することができる。た

だし、緊急を要する費用についてはこの限りではなく、事後的に会社に償還を請求することができ、会社は、

当該請求にかかわる費用が監査等委員の職務執行に必要ではないことを証明した場合を除き、これを拒まない

ものとする。

⑨　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

・倫理規程において、当社グループ役員又は従業員は、反社会的勢力・団体とは一切の関係をもたず、また、関

係の遮断のための取り組みを進めていく旨を規定し、反社会的勢力・団体に対しては、弁護士、警察等とも連

携し組織的に対応する。

・反社会的勢力対応マニュアルを定め、反社会的勢力の排除を徹底する。

⑩　財務報告の適正性を確保するための体制

・財務報告の信頼性を確保するために、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に従

い、財務報告に係る内部統制の有効性の評価、報告する体制を整備し運用する。
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(2）内部監査及び監査等委員監査に係わる事項

　他の業務執行部門から独立した代表取締役直轄の内部監査・内部統制部門としてコンプライアンス室を設置し、

専任担当者を代表取締役が任命しております。コンプライアンス室は、内部監査計画に基づき監査を実施、監査結

果を代表取締役社長に報告を行うとともに、業務の改善及び適正化のための必要な対策・改善措置の立案、勧告、

実施監督を行っております。また、監査等委員会や会計監査人と情報及び意見を交換しており、相互連携をとって

おります。

　監査等委員による監査は、監査等委員会で定められた監査方針、監査計画に基づき、実施した監査結果を監査等

委員会で報告・審議した上で、事業年度末の監査等委員会の監査報告書にとりまとめて、株主総会への報告を行い

ます。具体的な監査方法として、重要な決裁書類・資料等の閲覧、各部門の調査等を実施しております。また、コ

ンプライアンス室や会計監査人と情報交換や意見交換を行うなど、相互連携をとっております。なお、監査等委員

のうち１名は金融機関出身であり、企業財務・会計に対する高い知見を有しております。

 

(3）社外取締役に係わる事項

　本書提出日現在における当社取締役８名のうち、芦澤美智子氏、古田利雄氏および栗林正氏の３名は社外取締役

であります。

　芦澤氏は、企業戦略、経営戦略に対する深い知識を有しており、独立した立場から当社経営への関与・監督を

行っています。古田氏は弁護士としての知見及び国内他企業における社外取締役、社外監査役としての豊富な経験

を生かし、当社の経営の監視を行っております。栗林氏はコニカミノルタジャパン株式会社の経営管理を行ってお

り、経営管理の経験を生かし、当社の経営の監督監視を行っております。なお、コニカミノルタジャパン株式会社

は、当社の議決権を30.9％所有するその他関係会社であります。当社は、一般株主との間に利益相反が生じる恐れ

がないこと等の独立役員の構成要件を鑑み、芦澤氏および古田氏を当社独立役員として指定しております。

　当社が考える社外取締役の役割は、業界への理解、経営への知見、会計や法律に対する深い知見を活かし、当社

の経営及び業務執行に対して客観的、独立的な立場から監督又は監査を行うものであります。なお、現在のとこ

ろ、社外取締役を選任するための独立性に関して、明文化された基準又は方針はございません。

　社外取締役は、取締役としての職務執行上必要な範囲において、取締役会・監査等委員会等を通じ又は個別に、

コンプライアンス室や会計監査人と情報交換や意見交換等を行っております。

 

(4）役員報酬に係わる事項

　当該事業年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）における当社の取締役及び監査役に対する役員報

酬は以下のとおりであります。

役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる役員の
員数（人）

基本報酬 賞与

取締役

（社外取締役を除く。）
73 73 － 3

監査役

（社外監査役を除く。）
3 3 － 1

社外役員 12 12 － 3

（注）１．取締役報酬には、使用人兼務役員に対する使用人給与相当額は含まれておりません。

２．当社は役員の報酬等の額又はその算定方法について、特別の方針を定めておりません。
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(5）非業務執行取締役及び会計監査人との責任限定契約について

　当社と非業務執行取締役は、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任に関し、同法第

425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該

責任限定が認められるのは、当該取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないと

きに限られております。

　また、当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会計監査人の同法第423条第１項の損害賠償責任につき、

同法第425条第１項各号に定める金額を限度とする契約を締結することができる旨を定款に定めておりますが、本

書提出日現在、当社と会計監査人である有限責任監査法人トーマツとの間で当該契約は締結しておりません。

 

(6）株式の保有状況に係わる事項

①　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 １銘柄

貸借対照表計上額の合計額 2.3百万円

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

株式会社ジャックス 2,926 1.8 取引関係の円滑な遂行

 

（当事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

株式会社ジャックス 4,930 2.3 取引関係の円滑な遂行

③　保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。

 

(7）会計監査人に係わる事項

　独立監査人につきましては、有限責任監査法人トーマツに会計監査を依頼しており、当該事業年度（平成27年４

月１日から平成28年３月31日まで）における会計監査体制は以下のとおりです。

業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員　業務執行社員　中桐　光康

指定有限責任社員　業務執行社員　山野辺　純一

（注）継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

会計監査業務に係る補助者は、公認会計士等11名であります。

 

(8）株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得する

ことができる旨定款に定めております。

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除

き、取締役会の決議によって実施することができる旨定款に定めております。

　当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって中間配当を実施することができる旨定款

に定めております。

 

(9）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項の定めによる株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２をもって行う旨定款に定めております。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするも

のであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 25,000 － 25,000 －

連結子会社 － － － －

計 25,000 － 25,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社グループの規模・業務の特性、また監査日数等を勘案した上で決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成27年４月１日から平成28年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）の財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,463,732 1,219,810

受取手形及び売掛金 1,271,205 1,116,419

有価証券 － 50,000

仕掛品 69,617 219,926

原材料及び貯蔵品 508 1,354

繰延税金資産 81,353 78,354

その他 61,474 120,973

流動資産合計 2,947,890 2,806,838

固定資産   

有形固定資産   

建物 62,059 66,173

減価償却累計額 △9,604 △16,868

建物（純額） 52,454 49,304

工具、器具及び備品 152,567 148,067

減価償却累計額 △115,041 △115,239

工具、器具及び備品（純額） 37,526 32,827

有形固定資産合計 89,980 82,132

無形固定資産   

ソフトウエア 70,348 96,977

のれん 54,732 38,713

その他 124 7,807

無形固定資産合計 125,205 143,497

投資その他の資産   

投資有価証券 ※ 66,054 ※ 26,394

敷金及び保証金 112,577 108,053

繰延税金資産 9,851 8,555

その他 1,427 921

投資その他の資産合計 189,910 143,924

固定資産合計 405,096 369,554

資産合計 3,352,986 3,176,393
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 384,123 361,201

短期借入金 － 30,000

1年内返済予定の長期借入金 116,712 72,292

未払金 125,858 129,479

未払法人税等 131,170 30,449

未払消費税等 168,185 52,137

賞与引当金 175,850 105,811

受注損失引当金 － 91,396

その他 118,438 173,916

流動負債合計 1,220,339 1,046,683

固定負債   

長期借入金 149,359 77,067

繰延税金負債 140 －

その他 10,321 10,321

固定負債合計 159,821 87,388

負債合計 1,380,161 1,134,072

純資産の部   

株主資本   

資本金 544,249 549,420

資本剰余金 625,303 630,446

利益剰余金 789,699 842,158

自己株式 △23 △23

株主資本合計 1,959,229 2,022,001

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 284 △91

その他の包括利益累計額合計 284 △91

新株予約権 － 2,988

非支配株主持分 13,311 17,423

純資産合計 1,972,825 2,042,321

負債純資産合計 3,352,986 3,176,393

 

EDINET提出書類

ネットイヤーグループ株式会社(E05736)

有価証券報告書

43/82



②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

 当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 7,239,355 6,801,729

売上原価 ※２ 5,744,755 ※２,※３ 5,636,392

売上総利益 1,494,600 1,165,337

販売費及び一般管理費 ※１ 1,051,697 ※１ 1,019,208

営業利益 442,902 146,129

営業外収益   

受取利息及び配当金 1,120 1,244

受取賃貸料 5,580 －

助成金収入 2,038 651

その他 2,381 1,334

営業外収益合計 11,119 3,229

営業外費用   

支払利息 4,621 2,641

支払手数料 750 1,889

その他 1,824 1,059

営業外費用合計 7,195 5,589

経常利益 446,826 143,769

特別損失   

減損損失 ※４ 187,926 －

特別損失合計 187,926 －

税金等調整前当期純利益 258,900 143,769

法人税、住民税及び事業税 181,793 60,627

法人税等調整額 △239 4,295

法人税等合計 181,554 64,922

当期純利益 77,345 78,846

非支配株主に帰属する当期純利益 3,361 4,112

親会社株主に帰属する当期純利益 73,983 74,733
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

 当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当期純利益 77,345 78,846

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 275 △376

その他の包括利益合計 ※１,※２ 275 ※１,※２ △376

包括利益 77,620 78,469

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 74,259 74,357

非支配株主に係る包括利益 3,361 4,112
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

         （単位：千円）

 株主資本
その他の

包括利益累計額

新株予約権
非支配株主
持分

純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 540,206 621,266 737,840 △23 1,899,289 9 9 － 9,949 1,909,249

当期変動額           

新株の発行（新株
予約権の行使）

4,042 4,037   8,080     8,080

剰余金の配当   △22,124  △22,124     △22,124

親会社株主に帰属
する当期純利益

  73,983  73,983     73,983

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

     275 275  3,361 3,636

当期変動額合計 4,042 4,037 51,859 － 59,939 275 275 － 3,361 63,576

当期末残高 544,249 625,303 789,699 △23 1,959,229 284 284 － 13,311 1,972,825

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

         （単位：千円）

 株主資本
その他の

包括利益累計額

新株予約権
非支配株主
持分

純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 544,249 625,303 789,699 △23 1,959,229 284 284 － 13,311 1,972,825

当期変動額           

新株の発行（新株
予約権の行使）

5,170 5,142   10,312     10,312

剰余金の配当   △22,274  △22,274     △22,274

親会社株主に帰属
する当期純利益

  74,733  74,733     74,733

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

     △376 △376 2,988 4,112 6,723

当期変動額合計 5,170 5,142 52,459 － 62,771 △376 △376 2,988 4,112 69,495

当期末残高 549,420 630,446 842,158 △23 2,022,001 △91 △91 2,988 17,423 2,042,321
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

 当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 258,900 143,769

減価償却費 69,257 77,059

減損損失 187,926 －

のれん償却額 60,064 16,019

賞与引当金の増減額（△は減少） 54,044 △70,039

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9,361 －

受注損失引当金の増減額（△は減少） △62,668 91,396

受取利息及び受取配当金 △1,120 △1,244

支払利息 4,621 2,641

売上債権の増減額（△は増加） △70,628 154,785

たな卸資産の増減額（△は増加） 61,735 △151,154

仕入債務の増減額（△は減少） 111,839 △22,922

未払金の増減額（△は減少） 4,312 △1,092

未払消費税等の増減額（△は減少） 128,296 △116,047

その他の資産の増減額（△は増加） △5,777 △22,655

その他の負債の増減額（△は減少） 37,718 45,957

小計 829,159 146,470

利息及び配当金の受取額 1,116 1,243

利息の支払額 △4,492 △2,529

法人税等の還付額 － 10,603

法人税等の支払額 △177,147 △198,812

営業活動によるキャッシュ・フロー 648,637 △43,025

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △6,736 △10,858

有形固定資産の取得による支出 △17,583 △17,976

無形固定資産の取得による支出 △51,677 △76,357

敷金及び保証金の差入による支出 △936 △179

敷金及び保証金の回収による収入 309 15

その他 810 288

投資活動によるキャッシュ・フロー △75,813 △105,068

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 200,000 30,000

短期借入金の返済による支出 △200,000 －

長期借入金の返済による支出 △127,070 △116,712

株式の発行による収入 8,080 10,312

新株予約権の発行による収入 － 2,988

配当金の支払額 △22,000 △22,416

財務活動によるキャッシュ・フロー △140,990 △95,827

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 431,832 △243,921

現金及び現金同等物の期首残高 1,031,899 1,463,732

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,463,732 ※ 1,219,810
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数

前期3社　当期3社

主要な連結子会社の名称

ネットイヤークラフト株式会社

株式会社トライバルメディアハウス

rakumo株式会社

rakumo株式会社は平成27年11月１日付で株式会社日本技芸より商号変更しております。

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

Tribal Media House Technology Lab Company Limited

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、いずれも連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため

連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

　持分法を適用していない非連結子会社（Tribal Media House Technology Lab Company Limited）及び関連会社

（株式会社インデックス・アイ）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分

法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

イ．満期保有目的の債券

　原価法を採用しております。

ロ．その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産

イ．仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。

ロ．原材料及び貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。
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(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、

定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　３～15年

工具、器具及び備品　　　３～15年

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

イ．市場販売目的のソフトウエア

　市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売収益に基づく償却額と残存販売期間（３年以内）に基づ

く均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法によっております。

ロ．自社利用のソフトウエア

　自社利用のソフトウエアについては社内における見込利用可能期間（３年～５年）に基づいております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。

②　賞与引当金

　従業員の賞与の支出に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上しております。

③　受注損失引当金

　受注契約に係る将来の損失に備えて、当連結会計年度末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合

理的に見積もることが可能なものについては、決算日以降に発生が見込まれる損失を引当計上しております。

(4）重要な収益及び費用の計上基準

受注制作のプロジェクトに係る収益の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクトについては工事進行基準を適

用し、その他のプロジェクトについては工事完成基準を適用することとしております。

　なお、当連結会計年度において、工事進行基準を適用するプロジェクトの発生はありません。

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

(6）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、５年間で均等償却し、重要性の乏しいものは発生時に一括償却することとしておりま

す。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金と

して計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、

当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直し

を企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表

示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、

前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4）、連結会計基準第44－５項(4）及び事業分

離等会計基準第57－４項(4）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適

用しております。

　これによる連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（未適用の会計基準等）

（未適用の会計基準等）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）

 

(1）概要

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する会計上の実

務指針及び監査上の実務指針（会計処理に関する部分）を企業会計基準委員会に移管するに際して、企業会計基準委

員会が、当該実務指針のうち主に日本公認会計士協会監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関

する監査上の取扱い」において定められている繰延税金資産の回収可能性に関する指針について、企業を５つに分類

し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積るという取扱いの枠組みを基本的に踏襲した上で、分類の要件及

び繰延税金資産の計上額の取扱いの一部について必要な見直しを行ったもので、繰延税金資産の回収可能性につい

て、「税効果会計に係る会計基準」（企業会計審議会）を適用する際の指針を定めたものであります。

 

（分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの見直し）

・（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い

・（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件

・（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い

・（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取扱い

・（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い

 

(2）適用予定日

平成28年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評

価中であります。
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（連結貸借対照表関係）

※　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

投資有価証券（株式） 14,213千円 24,092千円

 

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

役員報酬 126,029千円 142,048千円

給与手当 289,919 276,020

賞与引当金繰入額 30,988 11,621

退職給付費用 22,848 23,808

採用費 82,105 101,509

支払手数料 147,485 172,386

 

※２　当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

　前連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

20,467千円 37,383千円

 

※３　売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額

前連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

－千円 91,396千円

 

※４　減損損失

前連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

(1）減損損失を認識した資産グループの概要

用途 種類 場所 減損損失（千円）

－ のれん 東京都中央区 187,926

(2）減損損失の認識に至った経緯

　前連結会計年度において、当社連結子会社である株式会社日本技芸の株式取得時に発生したのれんにつきまして、

同社における受託制作分野の収益性の低下、また同社の主力製品であるクラウド型グループウェア「rakumo」に関す

る競合の動向、代理店等の営業状況、製品開発状況等を鑑み、株式取得時に想定していたスピードでの成長は困難と

判断し、回収可能価額を慎重に検討した結果、減損損失を認識しております。

(3）資産のグルーピングの方法

　当社グループは、管理会計上の単位を資産グループの基礎とし、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位

でグルーピングを行っております。

(4）回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は使用価値により測定し、将来キャッシュ・フローを12.0％で割り引いて算定しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 410千円 △517千円

組替調整額 － －

計 410 △517

税効果調整前合計 410 △517

税効果額 △135 140

その他の包括利益合計 275 △376

 

※２　その他の包括利益に係る税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

税効果調整前 410千円 △517千円

税効果額 △135 140

税効果調整後 275 △376

その他の包括利益合計   

税効果調整前 410 △517

税効果額 △135 140

税効果調整後 275 △376
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 6,807,600 46,200 － 6,853,800

合計 6,807,600 46,200 － 6,853,800

自己株式     

普通株式 66 － － 66

合計 66 － － 66

（注）　普通株式の発行済株式総数の増加46,200株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものでありま

す。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 22,124 3.25 平成26年３月31日 平成26年６月27日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 22,274 利益剰余金 3.25 平成27年３月31日 平成27年６月26日
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当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 6,853,800 28,100 － 6,881,900

合計 6,853,800 28,100 － 6,881,900

自己株式     

普通株式 66 － － 66

合計 66 － － 66

（注）　普通株式の発行済株式総数の増加28,100株は、新株予約権の権利行使による新株の発行によるものでありま

す。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる株

式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（千円）
当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとして

の新株予約権
－ － － － － 2,988

合計 － － － － － 2,988

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 22,274 3.25 平成27年３月31日 平成27年６月26日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月22日

定時株主総会
普通株式 22,365 利益剰余金 3.25 平成28年３月31日 平成28年６月23日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

現金及び預金勘定 1,463,732千円 1,219,810千円

現金及び現金同等物 1,463,732 1,219,810
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、事業投資機会までの待機資金として、安全性を優先に流動性を確保しな

がら機会損失を軽減することを目的に、主に短期的な預金での運用のほか、発行体の信用リスクの低い有価証券で

運用しております。資金調達については、必要時には様々な調達手段の中から事業環境や市場環境に応じた最適な

手段を選択することとしております。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　有価証券及び投資有価証券は、満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、発行体の信用

リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。

　敷金及び保証金は、主に本社を賃借する際に支出したものであり、差入先の信用リスクが存在します。

　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１ヵ月程度の支払期日であります。

　借入金は、安定的な資金残高を確保するための資金調達であります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を１

年ごとに把握する体制としています。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同様の管理を行って

おります。

市場価格の変動リスクの管理

　当社は、資金運用管理規程に従い、定期的に時価や発行体の財務状況等の把握を行っております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,463,732 1,463,732 －

(2）受取手形及び売掛金 1,271,205 1,271,205 －

(3）投資有価証券 51,840 52,236 396

(4）敷金及び保証金 112,577 85,428 △27,148

資産計 2,899,355 2,872,602 △26,752

(1）買掛金 384,123 384,123 －

(2）未払金 125,858 125,858 －

(3）未払消費税等 168,185 168,185 －

(4）長期借入金（１年内返済予定を含む） 266,071 266,071 －

負債計 944,238 944,238 －
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当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,219,810 1,219,810 －

(2）受取手形及び売掛金 1,116,419 1,116,419 －

(3）有価証券 50,000 50,162 162

(4）投資有価証券 2,302 2,302 －

(5）敷金及び保証金 108,053 87,540 △20,512

資産計 2,496,586 2,476,235 △20,350

(1）買掛金 361,201 361,201 －

(2）短期借入金 30,000 30,000 －

(3）未払金 129,479 129,479 －

(4）未払消費税等 52,137 52,137 －

(5）長期借入金（１年内返済予定を含む） 149,359 149,359 －

負債計 722,177 722,177 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(3）有価証券、（4）投資有価証券

　時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格によって

おります。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照

ください。

(5）敷金及び保証金

　時価については、賃貸借契約の終了期間を考慮した敷金の返還予定時期に基づき、国債の利率で割り引

いた現在価値によっております。

負債

(1）買掛金、(2）短期借入金、(3）未払金、(4)未払消費税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(5）長期借入金（１年内返済予定を含む）

　これらの時価は、元利金の合計額を連結決算日に同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

非上場株式 14,213 24,092

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4）投資

有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 １年以内（千円） １年超５年以内（千円）

預金 1,463,496 －

受取手形及び売掛金 1,271,205 －

投資有価証券 － 50,000

合計 2,734,701 50,000

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 １年以内（千円） １年超５年以内（千円）

預金 1,219,422 －

受取手形及び売掛金 1,116,419 －

有価証券 50,000 －

合計 2,385,842 －

 

４．長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 116,712 72,292 50,052 24,741 2,274 －

合計 116,712 72,292 50,052 24,741 2,274 －

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 30,000 － － － － －

長期借入金 72,292 50,052 24,741 2,274 － －

合計 102,292 50,052 24,741 2,274 － －
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの
社債 50,000 50,396 396

合計 50,000 50,396 396

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの
社債 50,000 50,162 162

合計 50,000 50,162 162

 

２．その他有価証券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
株式 1,840 1,414 425

合計 1,840 1,414 425

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの
株式 2,302 2,394 △91

合計 2,302 2,394 △91

 

（退職給付関係）

１．確定拠出制度の概要

　当社グループ（rakumo株式会社除く）は、確定拠出型年金制度及び前払退職金制度を選択制で採用しております。

 

２．確定拠出制度に係る退職給付費用の額

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

退職給付費用（千円） 145,378 169,094

(1）確定拠出型年金への掛金（千円） 29,563 29,638

(2）前払退職金（千円） 115,815 139,456
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成18年９月12日
臨時株主総会決議
ストック・オプション

平成19年３月９日
臨時株主総会決議
ストック・オプション

平成27年10月29日
取締役会決議

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役　１名

 

当社の取締役 ２名

当社の従業員 81名

当社の子会社の役員

及び従業員

10名

その他 １名

 

 
当社の取締役 ４名

当社の従業員 27名

当社の子会社の役員

及び従業員

11名

 

株式の種類別のストック・オプ

ション数（注）１
普通株式　　48,000株 普通株式　　179,000株 普通株式　　500,000株

付与日 平成18年11月22日 平成19年３月27日 平成27年11月20日

権利確定条件
権利確定条件は付されて

おりません。（注）２
同左（注）２

新株予約権者は、平成31

年３月期から平成32年３

月期までのいずれかの期

ののれん償却前営業利益

（当社の有価証券報告書

に記載される連結損益計

算書（連結損益計算書を

作成していない場合、損

益計算書）における営業

利益に、連結キャッ

シュ・フロー計算書（連

結キャッシュ・フロー計

算書を作成していない場

合、キャッシュ・フロー

計算書）におけるのれん

償却額を加算した額をい

う。）が、下記（ⅰ）、

（ⅱ）に掲げる条件を達

成した場合において、以

下の割合に応じて、当該

条件を最初に充たした期

の有価証券報告書の提出

日の翌月１日から本新株

予約権を行使することが

できる。

（ⅰ）700百万円を超過し

ている場合

　　行使可能割合：50％

（ⅱ）1,000百万円を超過

している場合

　　行使可能割合：100％

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ

りません。
同左 同左

権利行使期間
平成20年９月13日から

平成28年９月12日まで

平成21年３月10日から

平成29年３月９日まで

平成31年７月１日から

平成34年11月19日まで

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．権利確定条件の達成に要する期間が固定的でなく、かつ、その権利確定日を合理的に予測することが困難な

ため、権利確定条件は付されていないものとみなしております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成28年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成18年９月12日
定時株主総会決議
ストック・オプション

平成19年３月９日
臨時株主総会決議
ストック・オプション

平成27年10月29日
取締役会決議

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 － － －

付与 － － 500,000

失効 － － 4,400

権利確定 － － －

未確定残 － － 495,600

権利確定後　　　　　　（株）    

前連結会計年度末 48,000 98,400 －

権利確定 － － －

権利行使 24,000 4,100 －

失効 － － －

未行使残 24,000 94,300 －

 

②　単価情報

 
平成18年９月12日
定時株主総会決議
ストック・オプション

平成19年３月９日
臨時株主総会決議
ストック・オプション

平成27年10月29日
取締役会決議

ストック・オプション

権利行使価格（円） 367 367 862

行使時平均株価（円） 737 873 －

付与日における公正な評価単価（円） － － －

 

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与されたストック・オプション（決議年月日　平成27年10月29日）についての公正な

評価単価の見積方法は以下のとおりであります。

① 使用した評価技法         モンテカルロ・シミュレーション

② 主な基礎数値及び見積方法

 平成27年ストック・オプション

 株価変動性（注）１ 92.73％

 満期までの期間（注）２ ７年

 予想配当利回り（注）３ 0.38％

 無リスク利子率（注）４ 0.083％

（注）１．満期までの期間（７年間）に応じた直近の期間の株価実績に基づき算定しております。

２．割当日（平成27年11月20日）から満期日（平成34年11月19日）までの期間であります。

３．直近の配当実績によっております。

４．満期までの期間に対応する国債（償還年月日平成34年９月20日の長期国債325）の利回りであります。

 

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 58,206千円 32,653千円

ソフトウエア 17,110  18,245

未払費用 8,700  4,356

未払事業税 11,514  2,660

未払事業所税 2,381  2,391

受注損失引当金 －  28,205

繰越欠損金 107,725  101,704

その他 5,827  15,782

繰延税金資産小計 211,465  205,999

評価性引当額 △120,261  △117,179

繰延税金資産合計 91,204  88,819

繰延税金負債    

未収事業税 －  1,910

その他有価証券評価差額金 140  －

繰延税金負債合計 140  1,910

繰延税金資産の純額 91,063  86,909

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

法定実効税率 35.6％  33.1％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1  2.3

住民税均等割額 1.5  2.1

評価性引当額の増減 7.4  1.8

のれん償却額 8.3  3.7

のれん減損損失 25.9  －

所得拡大促進税制特別税額控除 △9.3  △2.7

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.7  4.5

合併による繰越欠損金の引継 △4.4  －

その他 0.3  0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 70.1  45.2

 

３．法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税

率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は従来の32.3％から平成28年４月１日に開始する連結会計年度及び平成29年４月１日に開始する連結会計年度

に解消が見込まれる一時差異等については30.9％に、平成30年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込ま

れる一時差異等については、30.6％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は3,509千円減少し、法人税等

調整額が3,509千円増加しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

　当社グループは、SIPS事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

　当社グループは、SIPS事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ＮＴＴデータ 1,794,951 SIPS事業

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ＮＴＴデータ 1,533,459 SIPS事業

 

EDINET提出書類

ネットイヤーグループ株式会社(E05736)

有価証券報告書

62/82



【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

  （単位：千円）

 SIPS事業 合計

減損損失 187,926 187,926

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

  （単位：千円）

 SIPS事業 合計

当期償却額 60,064 60,064

当期末残高 54,732 54,732

 

当連結会計年度（自平成27年４月１日　至平成28年３月31日）

  （単位：千円）

 SIPS事業 合計

当期償却額 16,019 16,019

当期末残高 38,713 38,713

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の重要な子会社の役員及びその近親者

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

種類
会社等の名
称

又は氏名
所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

重要な子

会社役員
御手洗大祐 － －

㈱日本技芸

代表取締役社長

（被所有）

直接　　35.3
被債務保証

借入債務に

係る被債務

保証（注）

40,498 － －

（注）　株式会社日本技芸は金融機関からの借入債務に対して、同社代表取締役社長御手洗大祐から債務保証を受

けております。なお、債務保証の取引金額は期末借入金残高を記載しております。また、同社は当該債務

保証について保証料の支払及び担保提供を行っておりません。

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類
会社等の名
称

又は氏名
所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

重要な子

会社役員
御手洗大祐 － －

rakumo㈱

代表取締役社長

（被所有）

直接　　35.3
被債務保証

借入債務に

係る被債務

保証（注）

30,442 － －

（注）１．rakumo株式会社は金融機関からの借入債務に対して、同社代表取締役社長御手洗大祐から債務保証を受

けております。なお、債務保証の取引金額は期末借入金残高を記載しております。また、同社は当該債

務保証について保証料の支払及び担保提供を行っておりません。

２．rakumo株式会社は平成27年11月１日付で株式会社日本技芸より商号変更しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

１株当たり純資産額 285.90円 293.80円

１株当たり当期純利益金額 10.81円 10.89円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 10.63円 10.76円

（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千円） 73,983 74,733

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益金額（千円）
73,983 74,733

期中平均株式数（株） 6,842,531 6,860,617

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

普通株式増加数（株） 120,695 86,914

（うち新株予約権（株）） (120,695) (86,914)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要

───── （新株予約権）

平成27年10月29日

取締役会決議

普通株式　495,600株

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ネットイヤーグループ株式会社(E05736)

有価証券報告書

65/82



⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 30,000 0.38 －

１年以内に返済予定の長期借入金 116,712 72,292 1.22 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 149,359 77,067 1.02
平成29年４月～

平成32年２月

合計 266,071 179,359 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおり

であります。

区分
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 50,052 24,741 2,274 －

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 1,667,462 3,667,464 5,067,077 6,801,729

税金等調整前四半期（当期）純利益金

額（千円）
22,508 214,078 121,272 143,769

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益金額又は親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（△）（千円）

△12,077 132,799 62,179 74,733

１株当たり四半期（当期）純利益金額

又は１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）

△1.76 19.38 9.07 10.89

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額又は１株

当たり四半期純損失金額（△）（円）
△1.76 21.14 △10.30 1.83
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,241,822 992,206

受取手形 17,880 13,053

売掛金 965,205 ※ 758,829

有価証券 － 50,000

仕掛品 51,703 229,790

原材料及び貯蔵品 109 1,093

前払費用 38,791 49,129

繰延税金資産 57,400 53,301

その他 ※ 24,546 ※ 77,725

流動資産合計 2,397,460 2,225,129

固定資産   

有形固定資産   

建物 52,454 49,304

工具、器具及び備品 36,845 32,604

有形固定資産合計 89,299 81,908

無形固定資産   

ソフトウエア 3,227 7,653

無形固定資産合計 3,227 7,653

投資その他の資産   

投資有価証券 51,840 2,302

関係会社株式 154,400 154,400

長期貸付金 ※ 110,000 ※ 110,000

敷金及び保証金 112,577 108,053

その他 0 0

投資その他の資産合計 428,817 374,755

固定資産合計 521,345 464,318

資産合計 2,918,805 2,689,447
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※ 415,419 ※ 409,648

短期借入金 － 30,000

1年内返済予定の長期借入金 106,656 62,236

未払金 ※ 98,029 ※ 82,039

未払費用 15,347 4,526

未払法人税等 112,099 1,493

未払消費税等 110,351 6,558

前受金 1,028 43,776

預り金 11,155 12,176

賞与引当金 118,177 33,912

受注損失引当金 49 135,431

その他 1,352 1,210

流動負債合計 989,666 823,009

固定負債   

長期借入金 118,917 56,681

繰延税金負債 140 －

その他 10,321 10,321

固定負債合計 129,379 67,002

負債合計 1,119,046 890,012

純資産の部   

株主資本   

資本金 544,249 549,420

資本剰余金   

資本準備金 579,820 584,962

その他資本剰余金 45,483 45,483

資本剰余金合計 625,303 630,446

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 629,944 616,696

利益剰余金合計 629,944 616,696

自己株式 △23 △23

株主資本合計 1,799,474 1,796,539

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 284 △91

評価・換算差額等合計 284 △91

新株予約権 － 2,988

純資産合計 1,799,759 1,799,435

負債純資産合計 2,918,805 2,689,447
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前事業年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

 当事業年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 ※１ 5,772,360 ※１ 4,888,793

売上原価 ※１ 4,680,788 ※１ 4,212,276

売上総利益 1,091,572 676,517

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 638,642 ※１,※２ 649,222

営業利益 452,929 27,295

営業外収益   

受取利息及び配当金 ※１ 32,233 ※１ 2,804

受取賃貸料 ※１ 12,282 ※１ 7,308

助成金収入 750 250

その他 954 868

営業外収益合計 46,219 11,231

営業外費用   

支払利息 3,706 2,018

賃貸費用 5,481 7,659

支払手数料 750 1,889

その他 148 40

営業外費用合計 10,086 11,607

経常利益 489,062 26,918

特別損失   

関係会社株式評価損 315,170 －

特別損失合計 315,170 －

税引前当期純利益 173,892 26,918

法人税、住民税及び事業税 146,418 13,792

法人税等調整額 △2,930 4,099

法人税等合計 143,487 17,892

当期純利益 30,405 9,026
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費  1,056,946 22.9 1,097,135 25.0

Ⅱ　経費 ※ 3,555,393 77.1 3,293,227 75.0

当期総製造費用  4,612,339 100.0 4,390,363 100.0

期首仕掛品たな卸高  120,152  51,703  

合計  4,732,492  4,442,066  

期末仕掛品たな卸高  51,703  △229,790  

売上原価  4,680,788  4,212,276  

原価計算の方法

　当社の原価計算は実際原価による個別原価計算を採用しております。

 

（注）　※経費の主な内訳は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

 
外注費 3,396,086 千円

地代家賃 49,218  

支払手数料 51,648  

減価償却費 8,657  
 

 
外注費 2,885,015 千円

地代家賃 43,766  

支払手数料 69,587  

減価償却費 9,428  
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

       （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益
剰余金

当期首残高 540,206 575,782 45,483 621,266 621,663 621,663 △23 1,783,113

当期変動額         

新株の発行（新株予約
権の行使）

4,042 4,037  4,037    8,080

剰余金の配当     △22,124 △22,124  △22,124

当期純利益     30,405 30,405  30,405

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       －

当期変動額合計 4,042 4,037 － 4,037 8,280 8,280 － 16,360

当期末残高 544,249 579,820 45,483 625,303 629,944 629,944 △23 1,799,474

 

     

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 9 9 － 1,783,123

当期変動額     

新株の発行（新株予約
権の行使）

   8,080

剰余金の配当    △22,124

当期純利益    30,405

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

275 275 － 275

当期変動額合計 275 275 － 16,636

当期末残高 284 284 － 1,799,759
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当事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

       （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益
剰余金

当期首残高 544,249 579,820 45,483 625,303 629,944 629,944 △23 1,799,474

当期変動額         

新株の発行（新株予約
権の行使）

5,170 5,142  5,142    10,312

剰余金の配当     △22,274 △22,274  △22,274

当期純利益     9,026 9,026  9,026

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 5,170 5,142 － 5,142 △13,248 △13,248 － △2,935

当期末残高 549,420 584,962 45,483 630,446 616,696 616,696 △23 1,796,539

 

     

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 284 284 － 1,799,759

当期変動額     

新株の発行（新株予約
権の行使）

   10,312

剰余金の配当    △22,274

当期純利益    9,026

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△376 △376 2,988 2,611

当期変動額合計 △376 △376 2,988 △323

当期末残高 △91 △91 2,988 1,799,435
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）満期保有目的の債券

　原価法を採用しております。

(2）関係会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

(3）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を採用して

おります。

(2）原材料及び貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定

額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　３～15年

工具、器具及び備品　　　３～15年

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における見込利用可能期間（３～５年）に基づいております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支出に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(3）受注損失引当金

　受注契約に係る将来の損失に備えて、当事業年度末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に

見積もることが可能なものについては、決算日以降に発生が見込まれる損失を引当計上しております。

６．重要な収益及び費用の計上基準

受注制作のプロジェクトに係る収益の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められるプロジェクトについては工事進行基準を適用

し、その他のプロジェクトについては工事完成基準を適用することとしております。

　なお、当事業年度において、工事進行基準を適用するプロジェクトの発生はありません。

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）及

び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」とい

う。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しております。

また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直

しを企業結合日の属する事業年度の財務諸表に反映させる方法に変更しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定

める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

これによる財務諸表に与える影響はありません。

 

（貸借対照表関係）

※　関係会社に対する資産及び負債

区分表示されたもの以外で、当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

短期金銭債権 27,779千円 37,763千円

長期金銭債権 110,000 110,000

短期金銭債務 168,613 168,202

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

 
前事業年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

営業取引による取引高   

　売上高 400千円 6,300千円

　売上原価・販売費及び一般管理費 907,469 927,699

営業取引以外の取引による取引高 43,445 8,930

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度23％、当事業年度13％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度77％、当事業年度87％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

　当事業年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

役員報酬 70,417千円 88,867千円

給与手当 197,273 186,468

賞与引当金繰入額 27,323 7,263

退職給付費用 17,824 17,784

法定福利費 41,461 38,311

採用費 58,377 75,791

支払手数料 99,792 112,868

減価償却費 2,793 2,936

 

（有価証券関係）

　子会社株式（当事業年度末の貸借対照表計上額は154,400千円、前事業年度末の貸借対照表計上額は154,400千円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

繰延税金資産    

関係会社株式 111,627千円 106,519千円

賞与引当金 39,116  10,465

未払事業税 10,618  －

未払費用 6,220  1,396

未払事業所税 1,326  1,359

受注損失引当金 16  41,794

その他 1,992  3,484

繰延税金資産小計 170,919  165,019

評価性引当額 △113,518  △109,808

繰延税金資産合計 57,400  55,211

繰延税金負債    

未収事業税 －  1,910

その他有価証券評価差額金 140  －

繰延税金負債合計 140  1,910

繰延税金資産の純額 57,259  53,301

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

法定実効税率 35.6％  33.1％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.5  9.9

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △6.1  0.0

住民税均等割額 1.7  8.5

評価性引当額の増減 65.6  5.8

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.5  14.1

所得拡大促進税制特別税額控除 △12.7  △3.3

合併による繰越欠損金の引継 △6.5  －

その他 △0.1  △1.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 82.5  66.5

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等

の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税

率は従来の32.3％から平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事業年度に解消が見込

まれる一時差異については30.9％に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異につい

ては、30.6％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が2,418千円減少し、法人税等

調整額が2,418千円増加しております。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）
 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固定資産 建物 52,454 4,224 － 7,374 49,304 16,868

 工具、器具及び備品 36,845 12,914 14 17,140 32,604 111,248

 計 89,299 17,138 14 24,514 81,908 128,117

無形固定資産 ソフトウエア 3,227 5,954 － 1,528 7,653 －

 計 3,227 5,954 － 1,528 7,653 －

（注）　当期増加額及び当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

（増加額）

建物 内装設備工事等 4,224千円

工具、器具及び備品 什器備品等 2,127千円

 コンピュータ等 10,786千円

ソフトウエア 社内利用ソフトウエア 5,954千円

（減少額）

工具、器具及び備品 コンピュータ等 14千円

 

【引当金明細表】

（単位：千円）
 

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

賞与引当金 118,177 33,912 118,177 33,912

受注損失引当金 49 135,431 49 135,431

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３ヶ月以内

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・売渡し  

  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

  

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取・売渡手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし事故その他やむを得ない事由によっ

て電子公告による公告をすることができない場合は日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとお

りです。http://www.netyear.net/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）　単元未満株主の権利

当社では、単元未満株主の権利を制限できる旨を、以下のように定款に定めております。

第８条（単元未満株式についての権利）

当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができな

い。

１．会社法第189条第２項各号に掲げる権利

２．会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割合及び募集新株予約権の割当を受ける権利

４．次条に定める請求をする権利

第９条（単元未満株式の買増し）

当会社の株主は、株式取扱規程に定めるところにより、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数と

なる数の株式を売渡すことを請求することができる。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第16期）（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）　平成27年６月26日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成27年６月26日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第17期第１四半期）（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）　平成27年８月７日関東財務局長に提出

（第17期第２四半期）（自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日）　平成27年11月６日関東財務局長に提出

（第17期第３四半期）（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）　平成28年２月８日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

平成27年６月30日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。

平成28年３月28日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。

平成28年４月５日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。

(5）有価証券届出書及びその添付書類

ストックオプション制度に伴う新株予約権発行

平成27年10月29日関東財務局長に提出

(6）有価証券届出書の訂正届出書

平成27年11月６日関東財務局長に提出

平成27年11月20日関東財務局長に提出

平成27年10月29日提出の有価証券届出書（ストックオプション制度に伴う新株予約権発行）に係る訂正届出書で

あります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 平成28年６月22日
 

ネットイヤーグループ株式会社
 

 取締役会　御中 

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中桐　　光康　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山野辺　純一　　㊞

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるネットイヤーグループ株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネッ

トイヤーグループ株式会社及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ネットイヤーグループ株式会

社の平成28年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、ネットイヤーグループ株式会社が平成28年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠

して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 平成28年６月22日
 

ネットイヤーグループ株式会社
 

 取締役会　御中 

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中桐　　光康　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山野辺　純一　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるネットイヤーグループ株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第17期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネットイ

ヤーグループ株式会社の平成28年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　上

※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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